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「障害」との共生のあり方を考える視点在グ、ローパルな見地から得るため、大韓民国(韓国)
における障害者支援に関する動向について現地調査により検討した。対象としたのは、麗水市
の障害者施設兼特殊学級である冬相院と、ソウルにある韓国体育大学大学院アダプテッドス
ポーツ教育学科である。韓国での障害者の教育や福祉を取り巻く施策や実施の現状は、わが国
のそれと大きく異なる部分を多々有するが、今回の実地調査を通じて、「障害との共生」を志
向する上での多様な価値感や視点を多く得られた。
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1.本研究の定位
大韓民国(以下韓国とする)における障害児教育
は、世界的動向であるインテグレーション教育の理念
や理論を積極的に受け入れるなど、画期的な改革を推
進しつつある(朴、 1997)01994年に改正された『特
殊教育振興法』では、以前に就学猶予を受けていた人
達が教育を受けられることを規定したり、韓国で特別
ニーズ教育を行う人的資源として、「特殊教師」の他、
「治療教育教師Ji職業担当教師Ji幼児特殊教師」と
いう日本には見られない細分化された専門ごとの教師
が養成されていたりと、日本の障害児教育を考える上
で、韓国の特殊教育のあり方を検討することも有意義
なことと考えられる。また、韓国は距離的にも日本か
ら近く、今回、韓国料理や韓国の有名人が日本で人気
が高かったり、韓国でも同じように日本人や日本のテ
レビ番組などが取り上げられていたりiとお互いに文化
を受け入れ、親交も深いことから、特別ニーズ教育の
実情や課題性も日本と類似している点があるのではな
いかと考える。
今回、韓国の中でも、特殊教育事情が割合に日本に
も多く紹介されている首都ソウルではなく、韓国南西
部に位置する麗水において実地調査を行ったのは、韓
国の特殊教育の課題として、都市部に特殊教育機関が
偏在している(徐、 1999)ことがあげられる点から
である。乙の都市部と地方の地域格差という点につい
ても、実際に学校や施設を訪問することによって、施
設設備やスタッフ等の実情、現地のスタッフとの会話
等から調査していきたいと考える。特に今回実地調査
を行った冬柏院は知的障害、肢体不自由者の施設であ
るが、その中に特別学級の分教室が設置されていて、
義務教育を受けていない障害者成人が教育を受けてい
るととが特徴である。
また、韓国では、スポーツアスリートの国家的養成
が進んでいて、ソウルには韓国体育大学がある。ここ
では近年障害者スポーツにも力を入れ始め、アダプ
テッドスポーツの先進的研究機関も存在することか
ら、今回の調査対象とした。
1.韓国における特別ニーズ教育の概要
1.韓国の事情
正式名称は大韓民国、略して韓国である。面積は約
99，720平方キロメートル (2009年)、これは日本の
総面積のほぼ4分の lとなる。住民登録総人口は約
49，770，000人 (2009年)で、そのうち 4分の lほど
の人口が首都ソウルに集中しており、一極化は日本よ
りもすさまじい。最も大きな行政区域を「道」とい
? ?
?
?
い、済州特別自治道・江原道・京畿道・慶尚南道・慶
尚北道・全羅南道・全羅北道・忠清南道・忠清北道の
九つの道から成り立っている。李氏朝鮮時代に国家の
支配思想で、あった儒教は、今日においても韓国社会全
体に大きな影響を及ぼしており、儒教によって培われ
てきた道徳観や社会観は韓国人一般の精神世界を大き
く支配している。親を含めた目上の人の前はタバコを
吸わず、酒者E飲むときも横を向いて見えないように飲
むことや、男尊女卑の傾向が強い、学歴重視の風潮が
あり、一流大学に入ることが親子にとっての最大の望
みとなっているなど、儒教の影響は韓国社会のさまざ
まな局面で見られる。
2.教育制度
義務教育は6から15歳の9年間である。 6'3・3
制で、小学校の6年間と中学校の3年聞が義務教育で
ある。その後96.4%が3年間の高等学校へ進学する。
小学校から高等学校まで無試験による進学制度となっ
ている。また、発達の早い子どもは早期入学が可能で
ある。
近年は、コンビューター教育に力を入れており、
2001年からは小学校においても義務化され、第 1学
年から学んでいる。また英語は第3学年から学ぶ。
3.特別ニーズ教育を行う場所
韓国で特別ニーズ教育を行う場所としては、通常学
級、特別学級(日本でいうところの特別支援学級:時
間制のものが93%)、特別学校(日本でいうところの
特別支援学校:そのうち私立が63.9%)が挙げられ
る。
4.人的資源
特別ニーズ教育を行うスタッフとして、特殊教育教
師、治療教育教師、職業担当教師、幼児特殊教師が配
置されている。幼児特殊教師は1、アメリカ合衆国にお
いてもその専門性から独立した職種として認められて
いるが、日本においては専門家として確立されてはい
ない。
5.特別ニーズ教育の対象
韓国では、特殊教育の対象として「視覚障害児、聴
覚障害児、精神遅滞児、肢体不自由児、情緒障害児(自
閉症を含む)、言語障害児、学習障害児、その他教育
部令により定められる障害のある人の中で特殊教育を
必要とする人であると評価された人を特殊教育対象者
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と選定する(特殊教育振興法第10条第 l項)Jとされ
ている。
6.特別ニーズ教育に関する法
1977年に定められた『特殊教育振興法』は1994年
に「特殊教育を必要とする人々に国家及び地方自治体
が適切で平等な教育機会を提供し、教育方法及び諸条
件を改善するために自主的な生活能力を養うようにす
ることによって、彼らの生活安定と社会参加に寄与す
ること」を目的とし全面改正された。改正された同法
の義務教育制の規定により、特殊教育対象者の全員就
学のための制度整備がなされている。同法によると、
特殊教育とは、「特殊教育対象者の特性に応じた教育
課程・教育方法及び教育メディアなどを通して教科教
育・治療教育及び職業教育などを実施すること」とさ
れている。具体的に以下のことが示されている。毎学
年が始まる前までに対象者の人的事項、現在の学習遂
行水準、長・短期目標、教育の開始と終了の時期、教
授の方法及び評価計画等が含まれた「個別化教育計画」
を作成しなければならない。そしてこの「個別化教育
計画」の効率的な樹立のために、特殊教育対象者が配
属された学校は「個別化教育計画運営委員会」を立ち
上げ、「個別化教育計画」を作成しなければならない。
また同法は、特殊教育対象者への就学指導、教員養成・
研修などを国家及び地方自治体の任務として規定した
り、個別化教育を強化するようにしたり、教育を受け
ていないまま学齢期を過ぎた特殊教育対象者が受容さ l
れている施設あるいは家庭等に特殊教育教員を巡回ま
たは派遣させて特殊教育を受けられるようにした。
7.特別ニーズ教育の取り組み
全特別学級の93%が時間制の特別学級になってい
て一般学校の中で分離された状態で教育を行うのでは
なく、一般学級で統合教育を受ける障害児を支援する
役害りになっている。
高等学校課程を設置している特殊教育機関は専門技
術教育のために専攻科在設置することができ、『障害
人雇用促進財団』は教室・教具・教材などにかかる費
用について特別な支援を行うとしている。成人期の転
換教育として高等特殊教育の活性化が期待されてい
る。
3から 5歳の障害児は、障害の程度に応じて幼稚園
又は特別学校幼稚部で教育を受けることができる。一
部の幼稚園には特別学級が設置されており、人件費、
運営費を支援するなどして、一般の公・私立幼稚園に
i._ 
特別学級を設置するよう奨励している。
全国にいるすべての特殊教育対象者が、国立特殊教
育院のメンバーから構成される特殊教育専門家チーム
ιより教育的支援を受けることが可能になる「遠隔教
育システム」が実験段階にある。これは障害児の診断・
評価、教育的措置、「個別化教育計画」作成といった
特殊教育対象者の問題に対する、専門家チーム、学校
や教師、父母や障害児との連携・協力のための重要な
手段となる。
8.教員養成
特殊教師の免許証は盲、聾、精神遅滞、肢体不自由
に区分される障害領域別の初等教師と中等教師の免許
証として具体的に区分される。特殊教師の養成は国立
2校、私立6校の計8校で行われている。大部分の教
師はこの大学卒業により免許状を取得しているが、特
殊教育資格制度を通して特殊教師の免許状を取得する
こともある。特殊学校正教師 (2級)の資格は大きく
分けて無試験検定と試験検定により取得できる。この
制度によって独学者でも免許状を取得することが可能
である。その他、「治療教育教師Ji職業担当教師Ji幼
児特殊教師」が養成されている。さらに、これらの特
殊教員は国家が指定する特殊教員養成大学や国立特殊
教育院にて、現職研修や補修教育を受けるようになっ
ている。特別学級の時間制特殊教育を担当する一般学
級教師と一般学級に配置された特殊教育対象者を指導
する一般教師、そして特殊学校と一般学校の統合教育
を担当する一般学級の教師は特殊教育職務研修を優先
して履修するよう措置している。そして統合教育地域
の拡大と長期的な統合教育担当教員の確保のため、遠
隔放送受信局が設置された地域の通常の幼・初等学校
教員を対象に国立特殊教育院から遠隔で60時間以上
特殊教育職務研修を実施している。
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m.実地調査1 麗水市・冬相院
1.概要
首都ソウルから飛行機で約 1時間、韓国南西部に位
置する麗水(ヨス)市は、住民登録人口29万3546人
(2009年)、面積501.22平方キロメートル (2007年)
のリアス式海岸の風光明掘な港町である。近年では韓
国における海洋観光の拠点として注目を浴び、 2012
年に行われる i2012麗水世界博覧会」の開催都市に
指定されている。麗水市内で、は、治安向上や都市開発
など、 i2012麗水世界博覧会Jに向けて街を挙げた取
り組みを行っている様子が各所で見受けられた。
冬柏院は、主に肢体不自由、知的障害の人々が入所
している麗水市内の施設であり、社会福祉法人によっ
て運営されている。生活支援、職業支援、医療支援、
リハビリなどが行われており、スタッフの95%はソー
シャルワーカーで構成されているほか、必要に応じて
PT、OTも配置されている。また、入所者の教育に関
する支援の場として、通常学校の分学級(特別支援学
級)が併設されている。更に、施設が管理するグルー
プホームを利用して、自立生活への移行、継続に向け
た支援も行われている。
2.訪問時の入所者の様子と施設設備
(1)生活棟
生活棟は、併設されている分学級に通う入所者が利
用する階と、義務教育を終えた入所者が利用する階に
分かれている。各階ともに、入所者が生活する部屋は
小部屋で、最大4人、大部屋で最大8人の利用が可能で
ある。部屋ごとに担当職員と入所者が決まっており、
各部屋のドアには担当職員と入所者の顔写真や氏名が
貼付されている。
韓国は人権意識が非常に強く、例えば、意見箱の設
置や鍵の取り扱いなど、冬柏院内でもその風潮が反映
されていた。意見箱への投書は国家人権委員会ヘ送付
されるシステムになっており、入所者の人権を主張す
る手段となっている。更に冬柏院では、施設独自の意
見箱を設置しており、入所者や現場職員が管理職に対
して意見や要望を伝えるために利用されている。また、
生活棟の各部屋には鍵は設置されておらず、入所者の
自由な出入りが保障されている。入所者の個人ロッ
カーには鍵を掛けることが可能であり、プライバシー
への配慮も見られた。
このような取り組みの背景には、韓国における社会
福祉施設に対する施設評価制度があり、 3年ごとに施
設の状態や取り組みを点数化することで、支援体制の
維持・向上や入所者・職員の人権擁護を図っている。
その他、生活棟ではテレビの視聴が可能なオープン
スペースや、カラオケ・ビリヤードルームの設置、廊
下での写真や植物の展示など、入所者の余暇の面に関
する配慮もなされており、訪問した際には、入所者が
テレビ番組を楽しむ姿などを実際に自にすることがで。
きた。
(2)分学級
前述の通り、韓国では日本と同じく中学校までが義
務教育であり、冬柏院の生活棟に併設されている通常
学校の分学級にも、小学部と中学部の2学級が設置さ
れている。年齢ではなく学歴によって学級編成がなさ
れており、生徒の中には、『特殊教育振興法』が改正
される以前に、就学猶予によって教育を受ける機会を
与えられなかった成人もいる。現在、小学部には6名、
中学部に8名の生徒が在籍しているが、各学級に対し
て、配属されている教員は 1名のみで、あった。
(3)リハビリテーション施設
2011年3月に完成したばかりの施設であり、言語
活動室、音楽活動室、運動発達室、美術活動室などが
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設置されている。各活動室にはそれぞれ 1名以上の専
門家が配置されており、個々の入所者の状態に応じた
心身のケアが提供されている。
また、同施設の自立活動室では、冬柏院が管理する
グ、ルーフ。ホームへの入居に向けた自立生活への移行支
援を行っている。訓練期間は概ね 3~6 カ月程度であ
るが、希望者が多く、審査によって利用者を選定して
いる。
(4)職業リハビリテーション施設
生活棟やリハビリテーション施設に隣接している工
場で、軍手やロールカーテンの受注・製造を行って
いる。障害者(主に肢体不自由、知的障害)と健常
者が共に従業員として働いており、障害者は9:00~
16:20、健常者は9:00~ 18:00の時聞を工場で、の労働
に充てている。従業員は全員が公共交通機関ないし自
家用車によって通所または通勤をしており、冬柏院の
入所者の中に、この工場で就業している者はいなし1。
賃金は、 20万 ~90万ウォン(日本円にして、
l 万 4 千円~6万 3 千円)程度であり、障害者が自立
生活を送るには、十分とは言えない金額である。また、
障害者の給与については、肢体不自由者に比べ知的障
害者への労働対価は低く設定されている。
企業としての従業員に対する社会保障に関しては、
健康保険、年金、雇用保険などの基本的なものは、健
常者、障害者共に保障されている。
施設としては、今後、工場での業務の主眼を福祉訓
練からビジネスへと移行させていくと)いう展望があ
り、訪問時においても、健常者と障害者とで営業と製
造の分担を行うなど、ビジネスとしての成功を追求す
る姿勢が見られた。
3.総括
冬柏院は、生活施設、教育施設、リハビリテーショ
ン施設、治療施設、職業訓練施設、グ、ループホームを
包括した総合的な障害者支援環境を提供しており、韓
国における先進的な障害者福祉施設であると言える。
日本の障害者支援の現場では、それぞれの専門施設が
独立した取り組みを行っている例が殆どであるため、
冬柏院の包括支援システムを大変興味深く見学するこ
とができた。一方で、冬柏院における障害者支援の在
り方に対する疑問も数多く感じられ、国際的な見地か
ら、改めて日本の障害者福祉を考える契機となった。
以下に、冬柏院の各施設において感じた事柄につい
て述べる。
(1)生活棟
フ。ライパシ一保護を目的として設置されている個人
ロッカーの鍵は、実質職員が管理を行っており、入所
者の個々の生活能力を考慮した際に、施設として人権
擁護の理念を貫くことが簡単ではないという現実を目
の当たりにした。
また、洗面所に手洗いの手順表を設置するなどの僅
かな工夫はなされていたが、生活棟全体として、例え
ば、写真やイラストによる物の配置の提示など、知的
障害者の生活の手助けになり得る視覚的な手がかりな
どは殆ど見られなかった。
(2)分学級
分学級では、生徒数に対する教員数の少なさを感じ
た。教員 l 人に対して 6~8 人という生徒数は、日本
においても法定人数内ではあるものの、実際にそのよ
うな人数比で、教育活動を行っている例は日本ではおそ
らく無いに等しいだろう。訪問時にも、立ち歩く、教
室から出て行ζうとするなどの行動を示す生徒に教師
の注意が向けられ、他の「一見困っていない」生徒へ
の支援が十分に行われていないという場面を多く自に
した。「一見困っていなし'J生徒というのは、立ち歩
??? ?
いたり、教室から出て行こうとしたりはしない生徒の
ことを指す。ただし、彼らは困っていないわけではなく、
実際には、なにをすれば良いかわからず課題に手が付
けられない様子の生徒や、課題そのものを与えられて
おらず、ただ座っているだけという生徒も見られた。
教員不足は、日本の特別支援教育においても改善さ
れるべき課題とされているが、冬柏院での教育環境が
韓国における特殊教育の実態を反映しているとするな
らば、韓国の特殊教育の現場では、教員不足の傾向が
日本と比べてもより顕著であり、喫緊の課題であると
考える。
(3)リハビ、リテーション施設
自立活動室は施設内に2部屋しか設置されておら
ず、入所者の希望に対し十分な支援環境が整えられて
いるとは言い難い現状で、あった。また、自立生活を彊
いながらも昼食は施設の食堂で、摂っていたり、部屋に
洗濯機などの生活必需品が揃っていなかったりといっ
た細かな支援体制の不十分な面も見受けられ、実際の
自立生活に即した支援環境を整えることの難しさを改
めて感じた。
(4)職業リハビリテーション施設
この工場は約20年前に開設した施設であるが、現
在においても依然、施設の周知が進んでいないことが
課題であると言う。その背景には、韓国における障害
者差別の存在がある。製品は、障害者福祉施設の作業
所で製造されたものであるという事実在伏せて納品さ
れており、そのことが工場の周知の妨げになっている
のではないかと感じた。
障害者差別によって当事者が感じる「生き辛さ」や、
社会に開けた支援が難しい現状に対する支援者の憤り
は、冬柏院のみならず、韓国が国家として取り組むべ
き課題であり、障害者福祉を考えるうえで必要不可欠
な環境整備のひとつであると考える。
N.実地調査2 ソウル・韓国体育大学
1.概要
韓国の首都であるソウル市に位置する韓国体育大学
は、韓国有数の国立体育大学であり、スポーツエリー
トの養成とスポーツに関わる研究を行っている。同大
学にはオリンピックのメダリストも数多く在籍してお
り、アスリート学生の学費や寮費、 トレーニングに係
る費用は全額国が負担しているという名門校である。
今回の訪問では、アダフテッドスポーツ教育専攻科の
教員であるHyoungKuyRoh教授へのインタビューを
行った。
2.インタビ、ユー調査から
(1)韓国体育大学大学院アダプテッドスポーツ教育
専攻科におけるAPAフログラムに関する取り組み
Adapted Physical Activityフログラム(以下APAプ
ログラムとする)とは、障害児・者や高齢者、子ども、
あるいは女性に向けた運動支援プログラムであるが、
韓国体育大学大学院アダフテッドスポーツ教育専攻
科においても、演習授業の一環として、障害のある
子どもたちを対象に独自のAPAプログラムを実践し
ている。
一般に、こうしたAPAプログラムにおけるアセスメ
ントは基本動作テストと動作分析の2段階で行われ
るが、同専攻科のプログラムにおいては、基本動作
テストにTGMD-2(Test of Gross Motor Development 
-Second Edition)というアメリカで開発された指標
を用いている(韓国においては標準化されていなしす。
TGMD-2は基本動作と基本操作についてそれぞれち項
目、計12項目から成り、組大運動の能力を測定、点
数化する。各課題の理解が容易であるため、子どもや
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知的な発達に困難のある対象者にも用いることが可能
である。
同専攻科の演習授業では、 3月間で計12固にわたっ
てプログラム老実践する。初回はTGMD-2による基本
動作テストによるアセスメントを実施し、続く 11回
で動作分析と運動プログラムの作成を行う。動作分析
の具体的な内容には、インラインスケートやサイクリ
ング、テコンドーなど、同時期にプログラムに参加す
る子どもたちの希望が最も多かった種目を採用し、動
作段階ごとに評価項目を設定したうえで、達成の度合
いを観察・記録する。評価にあたっては、全体比較よ
りも個人内差を重視し、対象者ひとりひとりの運動能
力の変化の記録から、それぞれの状態に応じた運動プ
ログラムを作成している。また、運動日記を通してプ
ログラムの経過を保護者に伝達しているという点にも
注目したい。
(2)韓国における障害者スポーツに関する課題と
HyoungKuy Roh教授の考え
HyoungKuy Roh教授によると、韓国でAPAプログラ
ムを実践するにあたって、障害者差別などの文化的背
景から、本来最も重視すべきである障害者の自己選択
や個々の詳細なアセスメントは簡単ではないという現
状があると言う。同教授は、プログラムの課程で対象
者自身が選択することのできる部分は限られている
が、可能な限り自己選択の場を増やし、対象者本位の
取り組みを行っていきたいと語った。
また、プログラムを主導する側の経験やスキル、知
識は非常に重要であるが、それらを持ち合わせた人材
が不足していること、動作の分析が主であり、心理的
な面へのアセスメントやサポートが十分ではないこと
など、韓国のアダプテッド、スポーツ領域における課題
に対して、演習授業を通しての人材育成や、保護者と
の綿密な情報交換などの取り組みによって課題解決を
図っている様子がうかがえた。
アダプテッドスポーツの領域における取り組みは
インフォーマルで主観的なものが主流で、あり、研究
として信頼できる評価の獲得や、それに伴う周知の
拡大が難しい。 HyoungKuyRoh教授は、代表事例に
ついて専門家による詳細な検討を依頼することで、
信頼できるデータとして各事例を扱っている。また、
研究の信頼性という点からは、障害のある人が理解
し実践することのできる粗大運動のアセスメントプ
ログラムが少ないということも、この領域における
課題である。
3.総括
韓国体育大学大学院アダフテッドスポーツ教育専攻
科における取り組みは、障害当事者の自己選択や余暇
への視点を持つ、非常に先進的なものであった。アダ
プテッドスポーツを専門に扱う独立した学科が設置さ
れていることで、人的・物的資源の基盤が整備され、
そのことによって、より効果的なサポートを考え実行
することができる。日本にはアダプテッドスポーツに
特化した学科が設置されている大学は殆どなく、その
点で、日本のアダプテッドスポーツは発展途上である
と感じた。
一方で、 APAプログラムに用いられている基本動作
テストTGMD-2は、検査項目が12項目のみであり、更
に、韓国での標準化が成されないまま使用されており、
その信頼性に疑問が持たれた。より対象者の実態に近
いアセスメントを行うことは、有効なサポート体制の
確立を目指すうえで追求しなければならない点である
と考える。また、専門家による代表事例の検討をデー
タの信頼性の指標としているが、知的発達や社会性の
困難さなど、障害特性や生活におけるニーズが個々に
よって大きく異なる障害もある中で、代表事例のみ、
しかもデータのみの検討で普遍的な指標を得ょうとす
ることには違和感を覚えた。
韓国体育大学大学院アダプテッドスポーツ教育専
攻科において実施されているAPAプログラムは、個々
の興味と能力に見合った運動プログラムの作成・実
践によって、障害のある子ども達の地域生活と余暇
としての運動の充実を図り、生活をより豊かにする
ようなサポートを目指した取り組みである。研究と
してではなく、生活と余暇の充実という観点からの
TGMD-2の利用やAPAプログラムの実施は、日本にお
いても、アダプテッドスポーツの普及に寄与し得る
と考える。
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v.まとめ
韓国の障害者を取り巻く状況のトレンドを、今回の
実地調査からはいくつか感じることができた。ひとつ
には、冬柏院の職業リハビリテーション施設が全面的
に企業色を打ち出しているように、福祉授産モデルか
ら企業モデルヘ移行しようとする姿勢である。わが国
のように法定雇用率を設けて障害者の雇用を促進する
ととも障害者の社会参加を保障するひとつの形態であ
るが、インクルージョンとしてのあり方は冬柏院のよ
うな方式が自然であると思える。
また、韓国の国家的なスポーツアスリート育成の流
れの中で、障害者のスポーツにも注目がなされてきて、
わが国ではなかなか専門領域として確立しないアダプ
テッドスポーツを研究・実践する大学があることは、
障害者の社会的自立や社会参加の具現化の重要なー側
面である余暇や運動を推進する上で非常に大切な役割
在任っていると考える。
韓国での障害者の教育や福祉を取り巻く施策や実施
の現状は、わが国のそれと大きく異なる部分を多々有
するが、今回の実地調査を通じて、「障害との共生」
を志向する上で多様な価値や視点、を多く得られた。
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